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議案第１０８号 

 

五島市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の制定について 

五島市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例案を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、市の機関等に係る申請、届出その他の手続等に関し、電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うこと

ができるようにするための共通する事項を定めることにより、手続等に係る関係

者の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化及び効率化に資することを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 条例等 五島市の条例及び規則等（市長その他の執行機関の規則、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第２項に規定する規程、地方

公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定する企業管理規程等

をいう。）並びに長崎県の事務処理の特例に関する条例（平成１２年長崎県条

例第４５号）及び長崎県教育委員会の事務処理の特例に関する条例（平成１４

年長崎県条例第５８号）により五島市が処理することとされた事務について規

定する長崎県の条例及び規則をいう。 

(2) 市の機関等 次に掲げる五島市の機関等をいう。 

ア 市長、消防長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、議会若しくは公営企業管理者又はこれ

らに置かれる機関 

イ アに掲げる機関の職員であって法令又は条例等により独立に権限を行使す

ることを認められたもの 

ウ 地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者 
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(3) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。 

(4) 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記

載することをいう。 

(5) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。 

(6) 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行

われる通知をいう。 

(7) 処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をい

う。）の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不特定の

者に対して行うものを除く。）をいう。 

(8) 縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録

されている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 

(9) 作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成

し、又は保存することをいう。 

(10) 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 市の機関等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定におい

て書面等により行うことその他のその方法が規定されているものについては、当

該条例等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、規則等で定める電

子情報処理組織（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下

同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行わせること

ができる。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等につ

いては、当該申請等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたも

のとみなして、当該条例等その他の当該申請等に関する条例等の規定を適用す

る。 
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３ 第１項の規定により電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等

は、当該申請等を受ける市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルへの記録がされた時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 

４ 市の機関等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署

名等をすることが規定されているものを第１項の規定により電子情報処理組織を

使用する方法により行わせる場合には、当該署名等については、当該条例等の規

定にかかわらず、電子情報処理組織を使用した個人番号カード（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。第７条において同じ。）

の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものを

もって代えさせることができる。 

５ 市の機関等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手

数料、使用料その他の収入金（以下「手数料等」という。）の納付の方法が規定

されているものを第１項の規定により電子情報処理組織を使用する方法により行

わせる場合には、当該手数料等の納付については、当該条例等の規定にかかわら

ず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法であ

って規則等で定めるものをもってすることができる。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 市の機関等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規

定において書面等により行うことその他のその方法が規定されているものについ

ては、当該条例等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、規則等で

定める電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。ただし、当該

処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の

規則等で定める方式による表示をする場合に限る。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等

については、当該処分通知等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行

われたものとみなして、当該条例等その他の当該処分通知等に関する条例等の規

定を適用する。 

３ 第１項の規定により電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知

等は、当該処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル
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への記録がされた時に当該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

４ 市の機関等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定に

おいて署名等をすることが規定されているものを第１項の規定により電子情報処

理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、当該条例等

の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって規則等で定める

ものをもって代えることができる。 

（電磁的記録による縦覧等） 

第５条 市の機関等は、縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定におい

て書面等により行うことが規定されているもの（申請等に基づくものを除く。）

については、当該条例等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、当

該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類に

より行うことができる。 

２ 前項の規定により電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦

覧等については、当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行わ

れたものとみなして、当該条例等その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適

用する。 

（電磁的記録による作成等） 

第６条 市の機関等は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定におい

て書面等により行うことが規定されているものについては、当該条例等の規定に

かかわらず、規則等で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録により

行うことができる。 

２ 前項の規定により電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に

関する他の条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例

等その他の当該作成等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 市の機関等は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署

名等をすることが規定されているものを第１項の規定により電磁的記録により行

う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は

名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもって代えることができ

る。 

（添付書面等の省略） 
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第７条 市の機関等は、申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書その

他の規則等で定める書面等であって当該申請等に関する他の条例等の規定におい

て当該申請等に際し添付することが規定されているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、市の機関等が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組

織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応

じ規則等で定めるものにより、直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該

書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場

合には、添付を要しないこととすることができる。 

（情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表） 

第８条 市長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる市の機

関に係る申請等及び処分通知等その他この条例の規定による情報通信技術を活用

した行政の推進に関する状況について、インターネットの利用その他の方法によ

り少なくとも毎年度１回公表するものとする。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則等で定める。 

附 則 

この条例は、令和５年１月１日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

市の機関等への手続等に係る関係者の利便性の向上を図るとともに、行政運営の

簡素化及び効率化に資することを目的として、個別の条例等で書面等によることな

どを規定している手続等を、情報通信技術を利用する方法により行うことができる

ようにするための共通する事項に関し、必要な事項を定める必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。 
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議案第１０９号 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条 

例の制定について 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例案

を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条 

例 

（五島市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 五島市職員の定年等に関する条例（平成１６年五島市条例第２８号）の一

部を次のように改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「第２８条

の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「第２２条の４第１項及び第２

項、第２２条の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第２８条の６第１項か

ら第３項まで並びに第２８条の７」に改め、同条の次に次の章名を付する。 

第２章 定年制度 

第３条中「６０年」を「６５年」に改める。 

第４条第１項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事由があ

る」に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に」に、「その
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職員を当該」を「当該職員を当該定年退職日において従事している」に、「引き

続いて」を「、引き続き」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、第９条第１項から第４項までの規定により異動期間（同条第１項に

規定する異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項

又は第２項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であっ

て、定年退職日において管理監督職（第６条に規定する職をいう。以下この条

及び第３章において同じ。）を占めている職員については、第９条第１項又は

第２項の規定により当該異動期間を延長した場合であって、引き続き勤務させ

ることについて市長の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、当該職員

が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超え

ることができない。 

第４条第１項第１号中「その」を「当該」に改め、「より」の次に「生ずる欠

員を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こと」に改め、同項第

２号中「その職員」を「当該職員」に、「できないとき」を「できず公務の運営

に著しい支障が生ずること」に改め、同項第３号中「その」を「当該」に、「と

き」を「こと」に改め、同条第２項本文中「前項の事由」を「前項各号に掲げる

事由」に、「存する」を「ある」に、「、１年」を「、これらの期限の翌日から

起算して１年」に改め、同項ただし書中「その」を「当該」に改め、「退職日」

の次に「（同項ただし書に規定する職員にあっては、当該職員が占めている管理

監督職に係る異動期間の末日）」を加え、同条第３項中「引き続いて」を「引き

続き」に改め、同条第４項中「任命権者は」の次に「、第１項の規定により引き

続き勤務することとされた職員及び第２項の規定により期限が延長された職員に

ついて」を加え、「第１項の事由」を「第１項各号に掲げる事由」に、「存しな

くなった」を「なくなった」に、「その」を「当該」に、「繰り上げて退職させ

ることができる」を「繰り上げるものとする」に改める。 

第５条の次に次の３章を加える。 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、五島市職員の給与

に関する条例（平成１６年五島市条例第４５号）第１１条に規定する管理職手

- 7 -



当の支給を受ける職員の職及び五島市企業職員の給与の種類及び基準に関する

条例（平成１６年五島市条例第２６３号）第４条に規定する管理職手当の支給

を受ける職員の職（これらの職のうち診療所において医療業務に従事する医師

が占める職を除く。）とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０

年とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下

この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては、法第１

３条、第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定めるものの

ほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。 

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降

任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０条において

「降任等」という。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職

に係る法第１５条の２第１項第５号に規定する標準職務遂行能力（次条第３

項において「標準職務遂行能力」という。）及び当該降任等をしようとする

職についての適性を有すると認められる職に、降任等をすること。 

(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職のうちで

きる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

(3) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監

督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占

める職員（以下この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任

等もする場合には、第１号に掲げる基準に従った上での状況その他の事情を

考慮してやむを得ないと認められる場合を除き、上位職職員の降任等をした

職が属する職制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下位

の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特

例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員につい
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て、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係

る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日

から同日以後における最初の４月１日までの間をいう。以下この章において同

じ。）の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退

職日がある職員にあっては、当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの

期間内。第３項において同じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理

監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせることができ

る。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当

該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず

公務の運営に著しい支障が生ずること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職

員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営

に著しい支障が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別

の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい

支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延

長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項

各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の

末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日があ

る職員にあっては、延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日まで

の期間内。第４項において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長する

ことができる。ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占

める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることが

できない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除

き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似す

る複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易に補充することができない

年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督職として規則で定める管理監督
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職をいう。以下この項において同じ。）に属する管理監督職を占める職員につ

いて、当該特定管理監督職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準

的な職に係る標準職務遂行能力及び当該管理監督職についての適性を有すると

認められる職員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員

を除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該職

員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当該職員が占め

る管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内

で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当該管

理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特

定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について

前項に規定する事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該

異動期間を更に延長することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの

項の規定により異動期間（前３項又はこの項の規定により延長された期間を含

む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事由が引

き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算し

て１年を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長することができ

る。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長

する場合及び同条第３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、

あらかじめ職員の同意を得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合において、

当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、

他の職への降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 
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第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される

職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職す

る場合を除く。）をした者（以下この条及び次条において「年齢６０年以上退

職者」という。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考

により、短時間勤務の職（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時

間が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占め

る職員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下

この条及び次条において同じ。）に採用することができる。ただし、年齢６０

年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日相

当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該

短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における定年退職日を

いう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、組合（市が加入する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に規定する一部事務組合及

び広域連合をいう。）の年齢６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他の規

則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

（雑則） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に

次の２項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条本文の

規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「６

５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 
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３ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により

任期を定めて任用される職員、非常勤職員及び第３条ただし書に規定する職員

を除く。以下この項において同じ。）が年齢６０年に達する日の属する年度の

前年度（以下この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年

度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でな

かった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日後に

採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年

度の末日を経過することとなった職員（以下この項において「末日経過職員」

という。）を除く。）にあっては、当該職員が採用された日から同日の属する

年度の末日までの期間、末日経過職員にあっては、当該職員の異動等の日が属

する年度（当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））において、

当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後に適用される任用及び

給与に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、

同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

（五島市職員の分限の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 五島市職員の分限の手続及び効果に関する条例（平成１６年五島市条例第

２９号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「いう。）」の次に「第２７条第２項並びに」を加え、「反する」の

次に「降給、」を加える。 

  第１条の次に次の１条を加える。 

  （降給の種類） 

第１条の２ 降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の級を同

一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及び降号

（職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の級の下位の号給に変更す

ることをいう。以下同じ。）並びに法第２８条の２第１項に規定する降給（同

項本文の規定による他の職への転任により現に属する職務の級より同一の給料

表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとなった場合におい

て、降格することをいう。）とする。 

  第２条の見出し中「降任」を「降給、降任」に改め、同条第２項中「反する」

の次に「降給、」を加える。 
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  附則に次の２項を加える。 

  （五島市職員の給与に関する条例附則第１３項の規定の適用を受ける職員に対

する規定の適用） 

３ 五島市職員の給与に関する条例（平成１６年五島市条例第４５号）附則第１

３項の規定の適用を受ける職員に対する第１条の２の規定の適用については、

当分の間、同条中「とする」とあるのは「並びに五島市職員の給与に関する条

例附則第１３項の規定による降給とする」とする。 

４ 第２条第２項の規定は、五島市職員の給与に関する条例附則第１３項の規定

による降給の場合には、適用しない。この場合において、同項の規定を受ける

職員には、規則の規定により、同項の規定の適用により給料月額が異動するこ

ととなった旨の通知を行うものとする。 

（五島市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 五島市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１６年五島市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「期間、」の次に「その発令の日に受ける」を加え、同条に後段と

して次のように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の月額の１０分の１に相

当する額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

（五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第４条 五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１６年五島市条例第３

３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条

の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改め、「された職員」の

次に「で同法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの」を加

え、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３条、第４条第２項及び第１３条第１項第１号中「再任用短時間勤務職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（五島市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第５条 五島市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年五島市条例第３４号）

の一部を次のように改正する。 
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第２条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を

加える。 

(3) 五島市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項までの規定に

より異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された

管理監督職を占める職員 

第９条に次の１号を加える。 

(3) 五島市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項までの規定に

より異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された

管理監督職を占める職員 

第１４条の表第６条第１１項の項を削り、同表第１６条第２項第２号の項中

「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改め、同表第２２条第４項

の項中「前項」を「、第１項」に、「育児休業条例第１４条」を「、第１項

（育児休業条例第１４条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」に

改める。 

第１５条の表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

第１８条の表第１６条第２項第２号の項中「第２８条の５第１項」を「第２２

条の４第１項」に改め、同表第２２条第４項の項中「前項」を「、第１項」に、

「育児休業条例第１８条」を「、第１項（育児休業条例第１８条の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）」に改め、同表第３５条第２項の項を次の

ように改める。 

第３５条第２項 及び第１２条から第１５条まで 、第１２条から第１５条

まで及び第１７条 

定年前再任用短時間勤務職員 短時間勤務職員 

第１９条の表中「、第１３条第１項第１号及び第１９条」を「及び第１３条第

１項第１号」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

第２０条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、「再

任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。 

第２１条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職

員等」に改める。 
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（公益的法人等への五島市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第６条 公益的法人等への五島市職員の派遣等に関する条例（平成１６年五島市条

例第３５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 五島市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項までの規定に

より異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された

管理監督職を占める職員 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に

次の１項を加える。 

（勤務延長に関する経過措置の適用） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条

例（令和４年五島市条例第 号）附則第２条第１項の規定による期限の延長を

することとされている職員は、五島市職員の定年等に関する条例第４条第２項

の規定により期限を延長することとされている職員とみなして、この条例の規

定を適用する。 

（五島市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第７条 五島市職員の給与に関する条例（平成１６年五島市条例第４５号）の一部

を次のように改正する。 

第６条第５項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第１２項を次のように

改める。 

１２ 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前再任用短時

間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基

準給料月額のうち、第２項の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員の属

する職務の級に応じた額に、勤務時間等条例第２条第２項の規定により定めら

れた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務

時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

第７条を次のように改める。 

第７条 削除 

第８条中「給料月額」を「給料の月額」に改める。 

- 15 -



第１６条第１項第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、同条第２

項第１号本文中「その者」を「当該職員」に改め、「以下」の次に「この号にお

いて」を加え、同号ただし書中「以下」の次に「この号及び第３号において」を

加え、「その者」を「当該職員」に改め、同項第２号中「第２８条の５第１項」

を「第２２条の４第１項」に改め、同項第３号中「運賃相当額」を「運賃等相当

額」に、「その者」を「当該職員」に改める。 

第２２条第１項中「場合は」を「場合には」に改め、同条第２項中「この条」

を「この項」に改め、同条第４項中「（前項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）」を削り、「場合は」を「場合には」に改め、同条第５項中「場合

は」を「場合には」に改める。 

第２９条第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３２条第１項及び第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同項第１号及

び第２号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３５条第２項中「第１２条」を「第６条第３項から第１１項まで及び第１２

条」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則に次の７項を加える。 

１３ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳（次の各号に掲げる職員

にあっては、当該各号に定める年齢）に達した日後における最初の４月１日

（附則第１５項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給

料表の給料月額のうち、第６条第２項の規定により当該職員の属する職務の級

並びに同条第３項、第４項、第６項及び第７項の規定により当該職員の受ける

号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端

数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたと

きはこれを１００円に切り上げるものとする。）とする。 

(1) 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）による改

正前の法（次号及び次項第２号において「令和５年旧地方公務員法」とい

う。）第２８条の２第３項に規定する条例で別に定める職員に相当する職員

のうち、規則で定める職員 ６３歳 

(2) 令和５年旧地方公務員法第２８条の２第３項に規定する条例で別に定め
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る職員に相当する職員（前号に規定する職員を除く。）のうち、規則で定め

る職員 ６０歳を超え６４歳を超えない範囲内で規則で定める年齢 

１４ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

(1) 臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び常

勤を要しない職員 

(2) 令和５年旧地方公務員法第２８条の２第３項に掲げる条例で別に定める

職員に相当する職員のうち規則で定める職員 

(3) 法第２８条の５第１項又は第２項の規定により法第２８条の２第１項に

規定する異動期間（法第２８条の５第１項又は第２項の規定により延長され

た期間を含む。）を延長された法第２８条の２第１項に規定する管理監督職

を占める職員 

(4) 法第２８条の６第３項に規定する条例で別に定める職員のうち、規則で

定める職員 

(5) 法第２８条の７第１項又は第２項の規定により勤務している職員（法第

２８条の６第１項に規定する定年退職日において前項の規定が適用されてい

た職員を除く。） 

１５ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、

当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１７項において「異

動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、

特定日に附則第１３項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項に

おいて「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた

給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎給料月額」

という。）に達しないこととなる職員（規則で定める職員を除く。）には、当

分の間、特定日以後、附則第１３項の規定により当該職員の受ける給料月額の

ほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給

する。 

１６ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額

との合計額が第６条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最

- 17 -



高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項

中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「第６条第２項の規定によ

り当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受け

る給料月額」とする。 

１７ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１３項の規

定の適用を受ける職員に限り、附則第１５項に規定する職員を除く。）であっ

て、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められ

る職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるとこ

ろにより、前２項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

１８ 附則第１５項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第１

３項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支

給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職

員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、前３項の規定に準じ

て算出した額を給料として支給する。 

１９ 附則第１３項から前項までに定めるもののほか、附則第１３項の規定によ

る給料月額、附則第１５項の規定による給料その他附則第１３項から前項まで

の規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職員以外の 

職員」に、 

「 
 

再任用

職員 
 

187,7

00 

215,2

00 

255,2

00 

274,6

00 

289,7

00 

315,1

00 

356,8

00 

 
 
 
 

」を 

「 

 

 

 

 

 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

 円 

187,7

00 

円 

215,2

00 

円 

255,2

00 

円 

274,6

00 

円 

289,7

00 
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基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

円 

315,1

00 

円 

356,8

00 

 

 

 

 

 

 

 

」 

に 改 め

る。 
 

別表第２中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職員以外の 

職員」に、

「  

再任用職員  393,000 466,000 
 

 

」 

を 

「 
 

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 基準 

給料月額 

基準 

給料月額 

円 

393,000 

円 

466,000 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

 別表第３第１項第１号の表中

「 

 

 

 

４級 
１ 困難な業務を分掌する係長及び 

２ 主幹の職務 

係長と同等の職務 

 

 

 

 

」

を

「 

 

 

 

４級 

１ 困難な業務を分掌する係長及び係長と 

２ 参事の職務 

３ 主幹の職務 

 

同等の職務 

 

 

 

 

 

 

」

に改め、同表６級の項中「参事」を「企画監」に改める。 

（五島市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第８条 五島市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１６年五島市条

例第４６号）の一部を次のように改正する。 

第１６条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６

第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間

勤務職員」に改める。 

（五島市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正） 

第９条 五島市職員の特殊勤務手当支給条例（平成１６年五島市条例第４７号）の
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一部を次のように改正する。 

第４条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（五島市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１０条 五島市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１６年五島市

条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

第２０条の見出し中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に

改め、同条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６

第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項若しくは第２２条の５第１項若

しくは第２項」に改める。 

（五島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１１条 五島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年五島市

条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（五島市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１２条 五島市職員の再任用に関する条例（平成１６年五島市条例第２７号）は、

廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第１１条の規

定は、公布の日から施行する。 

（五島市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前に第１

条の規定による改正前の五島市職員の定年等に関する条例（以下「旧定年条例」

という。）第４条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、かつ、旧

定年条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長され

た期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下

この項において「旧定年条例勤務延長職員」という。）について、旧定年条例勤

務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、第

１条の規定による改正後の五島市職員の定年等に関する条例（以下「新定年条
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例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、市長の承

認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長

することができる。ただし、当該期限は、当該旧定年条例勤務延長職員に係る旧

定年条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超えることがで

きない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１

１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から

基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例定年（新定年条

例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新定年条

例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例第３

条に規定する定年）を超える職（基準日における新定年条例定年が新定年条例第

３条本文に規定する定年である職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設

置された職その他の規則で定める職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日ま

での間に新定年条例第４条第１項若しくは第２項の規定、地方公務員法の一部を

改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則

第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日にお

いて同日における当該職に係る新定年条例定年（基準日が施行日である場合には、

施行日の前日における旧定年条例第３条に規定する定年）に達している職員（当

該規則で定める職にあっては、規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転

任することができない。 

３ 新定年条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務に

ついて準用する。 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最

初の３月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年齢到達年度の

末日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤

務を要する職に係る旧定年条例定年（旧定年条例第３条に規定する定年をいう。

以下同じ。）（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等

により名称が変更された職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていた

ものとした場合における旧定年条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項

において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報
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に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要す

る職に採用することができる。 

(1) 施行日前に旧定年条例第２条の規定により退職した者 

(2) 旧定年条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５

項又は前条第１項の規定により勤務した後退職した者 

(3) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある

者 

(4) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧

地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用

（この項若しくは次項、次条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しく

は第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用することをい

う。次項第６号において同じ。）をされたことがある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢

到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務

を要する職に係る新定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規

則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該

常時勤務を要する職に採用することができる。 

(1) 施行日以後に新定年条例第２条の規定により退職した者 

(2) 施行日以後に新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後

退職した者 

(3) 施行日以後に新定年条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和

３年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）

第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(4) 施行日以後に新定年条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、

新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条

の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 
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(5) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間

にある者 

(6) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間

に、暫定再任用をされたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲

内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採

用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以

前でなければならない。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、附則第

５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員をいう。以下この項、次項、第１４条、第１５条及び第１６条にお

いて同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新

直前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の

全体評語その他勤務の状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができ

る。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定

再任用職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（市が加入する地方自治

法第２８４条第１項に規定する一部事務組合及び広域連合をいう。以下次項及び

附則第６条において同じ。）における前条第１項各号に掲げる者のうち、特定年

齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤

務を要する職に係る旧定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の

規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当

該常時勤務を要する職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、

組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあ

る者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新定年条例

定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考

- 23 -



により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用す

ることができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附

則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新定年条例第１２条に

規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧定年条例定年相当年齢

（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間

勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧定年条例定年（施行

日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により

名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置され

ていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職で

その職務が当該職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧定年条例定

年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項において同じ。）に達してい

る者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を

超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第

４項の規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到

達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務

の職に係る新定年条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務

を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした

場合における新定年条例定年をいう。次条第２項及び附則第１０条において同

じ。）に達している者（新定年条例第１２条の規定により当該短時間勤務の職に

採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情

報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の

職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条の５

第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、

組合における附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日
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までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧

定年条例定年相当年齢に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める

情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務

の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、

新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の

４第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第２項各号に掲げる者の

うち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しよう

とする短時間勤務の職に係る新定年条例定年相当年齢に達している者（新定年条

例第１３条第１項の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を

除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１

年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とす

る。 

(1) 施行日以後に新たに設置された職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が

施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第３条に規定

する定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合におけ

る令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務

員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令

和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法

第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に

設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要

する職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めているものとしたときに
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おける旧定年条例定年に準じた前項に規定する職に係る年齢とする。 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のう

ち、当該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用される間における

各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日

に設置されていたものとした場合において、基準日における新定年条例定年が基

準日の前日における新定年条例定年を超える職とする。 

(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を

含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基

準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係

る新定年条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職

が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職

に係る新定年条例定年に達している職員とする。 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１

年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基

準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例定年相当年齢が基

準日の前日における新定年条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日に

おける新定年条例定年相当年齢が新定年条例第３条本文に規定する定年である短

時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された短時間勤務

の職その他の規則で定める短時間勤務の職（以下この条において「新定年条例原

則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新定年

条例第１２条に規定する年齢６０年以上退職者となった者（基準日前から新定年

条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者

を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年条例原則定年相

当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例定年相当年齢に達している者（当該

規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定める者）を、新定年条例第１

２条又は第１３条第１項の規定により採用することができず、新定年条例原則定

年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新定年条例第１２条又は第１３条第１項の規

- 26 -



定により採用された職員（以下この条において「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年条例原則定年相

当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例定年相当年齢に達している定年前再

任用短時間勤務職員（当該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定め

る定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができ

ない。 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢

６０年とする。 

（五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１２条 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（こ

れらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）、第５条第１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（これらの

規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又

は第７条第１項から第４項までの規定により採用された職員をいう。）で新地方

公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものは、第４条

の規定による改正後の五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下この条

において「新条例」という。）第２条第２項に規定する定年前再任用短時間勤務

職員とみなして、新条例の規定を適用する。 

（五島市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１３条 第７条の規定による改正後の五島市職員の給与に関する条例（以下「新

給与条例」という。）附則第１３項から第１９項までの規定は、令和３年改正法

附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

第１４条 暫定再任用職員（新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占める暫定再任用職員（以下この条において「暫定再任用短時間勤務

職員」という。）を除く。以下この項、次項及び第５項において同じ。）の給料

月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場

合に適用される五島市職員の給与に関する条例第５条第１項に規定する給料表の

定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第

２項の規定により当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第
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１項に規定する育児短時間勤務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の

適用については、同項中「とする」とあるのは、「に、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１４条の規定に基づき定められた当

該暫定再任用職員の勤務時間を五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成１６年五島市条例第３３号）第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数

を乗じて得た額とする」とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定

年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される五島市職員の給与

に関する条例第５条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄

に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第２項の規定により当該暫定再任用

短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、五島市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成１６年五島市条例第３３号）第２条第２項の規定により定め

られた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時

間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給

与条例の規定を適用する。 

５ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第２

９条第３項の規定を適用する。 

６ 新給与条例第３２条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合における勤

勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の

規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるの

は「定年前再任用短時間勤務職員及び令和３年改正法附則第９条第２項に規定す

る暫定再任用職員（次号において「暫定再任用職員」という。）」と、同項第２

号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員

及び暫定再任用職員」とする。 

７ 新給与条例第６条第３項から第１１項まで及び第１２条から第１５条までの規

定は、暫定再任用職員には適用しない。 

８ 前条及び前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（五島市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措
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置） 

第１５条 暫定再任用職員は、新地方公務員法第２２条の４第３項に規定する定年

前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の五島市現業職員の給与の種類及び

基準に関する条例の規定を適用する。 

（五島市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第１６条 暫定再任用職員については、改正後の五島市企業職員の給与の種類及び

基準に関する条例第５条、第６条及び第１４条の規定は適用しない。 

（その他の経過措置の規則への委任） 

第１７条 前１６条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、

規則で定める。 

 

 

（提案理由） 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の施行に伴い、職

員の定年年齢の段階的な引き上げ、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短

時間勤務制の導入等を行うため、関係する条例において、所要の規定の整備を行う

必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１１０号 

 

五島市債権管理条例の制定について 

五島市債権管理条例案を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市債権管理条例 

（目的） 

第１条 この条例は、市の債権の管理の適正を期するため、その管理に関する事務

の処理について必要な事項を定めることにより、市の債権の適正な管理に資する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 市の債権 金銭の給付を目的とする本市の権利（地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４０条第４項第２号から第８号までに掲げるものを除く。

）をいう。 

(2) 強制徴収公債権 市の債権のうち、公法上の原因に基づいて発生する債権

（以下「公債権」という。）であって、法令の規定に基づき国税又は地方税の

滞納処分の例により処分することができるものをいう。 

(3) 非強制徴収公債権 市の債権（公債権に限る。）のうち、強制徴収公債権

以外のものをいう。 

(4) 私債権 市の債権のうち、私法上の原因に基づいて発生する債権をいう。 

(5) 実施機関 市長、消防長、公営企業管理者、教育委員会、選挙管理委員会、

公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

（他の法令等との関係） 

第３条 市の債権の管理については、法令、条例又はこれらに基づく規則に特別の

定めがある場合を除くほか、この条例の定めるところによる。 

（市長等の責務） 

第４条 市長及び公営企業管理者（以下「市長等」という。）は、法令、条例又は
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これらに基づく規則の定めるところにより、適正な市の債権の管理に努めなけれ

ばならない。 

（台帳の整備） 

第５条 市長等は、市の債権を適正に管理するため、規則で定める事項を記載した

台帳（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）を含む。）を整備するものとする。 

（滞納者に関する情報の利用等） 

第６条 市長等は、履行期限までに履行されない市の債権がある場合において、市

の債権の管理に関する事務を適正かつ効率的に遂行するため必要があると認める

ときは、当該事務の遂行に必要な限度で、法令、条例又はこれらに基づく規則に

特別の定めがある場合を除き、当該債権以外の市の債権に係る当該債務者に関す

る情報を、同一の実施機関内において利用し、又は他の実施機関の求めに応じて

提供することができる。 

２ 市長等は、前項の規定により利用し、又は収集した情報を市の債権の管理に関

する事務以外の事務に利用してはならない。 

３ 市長等は、第１項の規定により債務者に関する情報を利用し、又は他の実施機

関に対し提供するときは、当該債務者及び第三者の権利及び利益を不当に侵害す

ることのないようにしなければならない。 

（遅延損害金） 

第７条 市長等は、私債権について、次条の規定による督促をしたときは、当該督

促をした金額（以下「督促金額」という。）に、その履行期限の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該督促金額に民法（明治２９年法律第８９号）第

４０４条に規定する法定利率の割合を乗じて計算した金額に相当する遅延損害金

を加算して徴収するものとする。ただし、遅延損害金の徴収について、法令、条

例若しくはこれらに基づく規則又は当該契約に特別の定めがある場合は、その定

めによるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長等は、債務者が次のいずれかに該当すると認め

るときは、遅延損害金を徴収しないことができる。 

(1) 震災、風水害、火災その他これらに類する災害又は盗難により損失を受け
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た場合で、やむを得ない事情があると認められるとき。 

(2) 債務者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受

けているとき。 

(3) 債務者又はその者と生計を同一にする親族が負傷し、疾病にかかり、又は

死亡したため多額の出費を要し生活が困難と認められるとき。 

(4) 債務者がその事業につき著しい損失を受け、事業の継続が困難と認められ

るとき。 

(5) 失職等によりやむを得ない事情があると認められるとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、特に市長等が認めたとき。 

（督促） 

第８条 市長等は、私債権について履行期限までに履行しない者があるときは、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１７１条

の規定により期限を指定してこれを督促しなければならない。 

（滞納処分等） 

第９条 市長等は、強制徴収公債権の督促を受けた者が督促状に指定した期限まで

に履行しないときは、法令の定めるところにより、滞納処分並びに徴収猶予、換

価の猶予及び滞納処分の停止を行わなければならない。 

（強制執行等） 

第１０条 市長等は、非強制徴収公債権及び私債権（以下「非強制徴収公債権等」

という。）について、第８条の規定による督促をした後相当の期間を経過しても

なお履行されないときは、政令第１７１条の２各号に掲げる強制執行等の措置を

執らなければならない。ただし、政令第１７１条の５の徴収停止の措置を執る場

合又は政令第１７１条の６の規定により履行期限を延長する場合その他特別の事

情があると認める場合は、この限りでない。 

２ 非強制徴収公債権等の履行期限の繰上げ、債権の申出等、徴収停止、履行延期

の特約等及び免除については、政令第１７１条の３から政令第１７１条の７まで

の定めるところによる。 

（私債権の放棄） 

第１１条 市長等は、私債権について、次のいずれかに該当する場合においては、

当該私債権及びこれに係る遅延損害金を放棄することができる。 
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(1) 当該私債権につき消滅時効に係る時効期間が満了し、かつ、債務者がその

援用をする見込みがあるとき。 

(2) 債務者である法人の清算が結了したとき（当該法人の債務につき弁済の責

任を負うべき他の者があり、その者について前号、第３号及び第４号に掲げる

事由がないときを除く。）。 

(3) 債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合において、その

相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の優先して弁済を受ける

債権及び市以外の者の権利の金額の合計額を超えないと見込まれるとき。 

(4) 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定により債務者が

当該私債権につきその責任を免れたとき。 

(5) 当該私債権の存在につき法律上の争いがある場合において、市長等が勝訴

の見込みがないものと決定したとき。 

２ 公営企業管理者は、前項の規定により私債権を放棄したときは、その旨を市長

に報告しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により私債権を放棄したとき及び前項の規定による報告

があったときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の規定（第７条の規定を除く。）は、この条例の施行の日前に発生し

た市の債権について適用する。 

（五島市水道事業給水条例の一部改正） 

３ 五島市水道事業給水条例（平成１６年五島市条例第２６５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３６条の２を削る。 
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（提案理由） 

市の債権管理について市長等の責務を明らかにし、市の債権の適正な管理を図る

ため、債権管理に関する事務の処理について必要な事項を定める必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１１１号 

 

五島市都市計画税条例の廃止について 

五島市都市計画税条例を廃止する条例案を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市都市計画税条例を廃止する条例 

五島市都市計画税条例（平成１６年五島市条例第７６号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による廃止前の五島市都市計画税条例の規定

に基づき課した、又は課すべきであった都市計画税については、なお従前の例に

よる。 

（五島市税条例の一部改正） 

３ 五島市税条例（平成１６年五島市条例第７５号）の一部を次のように改正する。 

 第６７条第３項中「（次条第４項の規定によって都市計画税を併せて徴収する

場合においては、固定資産税額と都市計画税額との合算額とする。）」を削る。 

 第６８条第４項を削る。 

第６９条中「及び都市計画税額」を削る。 

（五島市固定資産税及び都市計画税の納期の特例に関する条例の一部改正） 

４ 五島市固定資産税及び都市計画税の納期の特例に関する条例（平成２３年五島

市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   五島市固定資産税の納期の特例に関する条例 

第１条中「及び第７０２条の７第１項ただし書」及び「及び都市計画税」を削

る。 

第３条を削る。 
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（提案理由） 

令和５年１月１日をもって都市計画税を廃止することに伴い、五島市都市計画税

条例を廃止する必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１１２号 

 

五島市立図書館条例の制定について 

五島市立図書館条例案を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市立図書館条例 

（設置） 

第１条 図書館法（昭和２５年法律第１１８号。以下「法」という。）第１０条の

規定に基づき、図書館を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 図書館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

五島市立図書館 五島市木場町４５０番地１ 

（管理） 

第３条 図書館は、五島市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が管理運営

する。 

（職員） 

第４条 図書館に法第１３条に定める職員のほか必要な職員を置く。 

（開館時間） 

第５条 図書館の開館時間は、午前１０時から午後６時までとする。ただし、教育

委員会が特に必要があると認めるときは、これを変更することができる。 

（休館日） 

第６条 図書館の休館日は、次のとおりとする。ただし、教育委員会が特に必要が

あると認めるときは、臨時に開館し、又は休館することができる。 

(1) 月曜日。ただし、月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）に当たるとき

は、その日後においてその日に最も近い祝日法による休日でない日とする。 

(2) １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

(3) ５月３日から同月５日までの日 
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(4) 資料整理日（毎月末日。ただし、その日が月曜日に当たるときは、その翌

日とする。） 

(5) 特別整理休館日（年１回で１４日間以内） 

２ 前項ただし書の規定により臨時に開館し、又は休館しようとするときは、あら

かじめ図書館にその旨を掲示するものとする。 

（入館料） 

第７条 図書館の入館料は、無料とする。 

（有料施設等） 

第８条 図書館の施設、設備等(以下「施設等」という。)で有料で利用させるもの

（以下「有料施設等」という。）は、別表のとおりとする。 

（利用の許可） 

第９条 有料施設等を利用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許可を受け

なければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、図書館の管理上必要があると認めるときは、前項の許可につい

て条件を付することができる。 

（利用許可の制限） 

第１０条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、有料施設等の利

用を許可しない。 

(1) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

(2) 図書館の施設等を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(3) その他図書館の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第１１条 有料施設等の利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、別

表に定める使用料を利用の許可を受けた際に納付しなければならない。ただし、

市長が特別の理由があると認めるときは、利用後１４日以内に納付することがで

きる。 

（使用料の減免） 

第１２条 市長は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、使用料を減額

し、又は免除することができる。 

（使用料の不還付） 
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第１３条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があ

ると認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（目的外利用等の禁止） 

第１４条 利用者は、許可を受けた目的以外に有料施設等を利用し、又は有料施設

等を利用する権利を他に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（利用許可の取消し等） 

第１５条 教育委員会は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用の

許可の全部若しくは一部を取り消し、又は利用を停止し、若しくは制限するもの

とする。 

(1) 偽りその他不正の手段により利用の許可を受けたとき。 

(2) 利用の許可の内容又は利用の許可に付された条件に違反したとき。 

(3) 第１０条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(4) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

２ 前項の規定による処分によって利用者に損害が生ずることがあっても、市は、

その賠償の責めを負わない。 

（入館の制限） 

第１６条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、図書館への

入館を拒み、又は退館を命ずるものとする。 

(1) 伝染性の病気にかかっていると認められる者 

(2) 他人に危害若しくは迷惑を及ぼすおそれがあると認められる者又はこれら

のおそれがある物品若しくは動物を携帯する者 

(3) 図書館の秩序を乱すおそれがあると認められる者 

(4) その他図書館の管理上支障があると認められる者 

（原状回復義務） 

第１７条 利用者は、有料施設等の利用を終了したとき、又は第１５条第１項の規

定により利用の許可を取り消され、若しくは利用を停止され、若しくは制限され

たときは、その利用しなくなった有料施設等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、教育委員会の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 利用者が前項に規定する義務を履行しないときは、教育委員会が代わって行

い、その費用を利用者から徴収する。 
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（損害賠償等） 

第１８条 利用者又は入館者が、故意又は過失により図書館の施設等を損傷し、又

は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただ

し、市長が利用者又は入館者の責めに帰することができない理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を免除することができる。 

２ 利用者又は入館者は、図書館の図書、記録その他の資料を甚だしく汚損し、若

しくは破損し、又は亡失したときは、代替品又は相当の代価をもって賠償しなけ

ればならない。 

３ 教育委員会は、前２項の規定による賠償が完了するまでは、図書館の図書、記

録その他の資料並びに施設等の利用を停止することができる。 

（五島市立図書館協議会への諮問） 

第１９条 図書館の適正な運営を図るため必要がある場合は、五島市附属機関の設

置等に関する条例（令和３年五島市条例第３１号）に規定する五島市立図書館協

議会に諮問するものとする。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行について必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（五島市立図書館条例の廃止） 

２ 五島市立図書館条例（平成１６年五島市条例第２２６号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前の五島市立図書館条例第９条の規定は、この条例の施

行後も、なおその効力を有する。 

別表（第８条、第１１条関係） 

 １ 施設使用料 

区分 単位 使用料 

多目的室 １時間 490 円 

エントランスホール １時間 560 円 

多目的室及び学習室 １時間 790 円 

多目的室、学習室及びエントランスホール １時間 1,350 円 
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 ２ 附属設備使用料 

 機器名 単位 １時間当たり使用料 

音響設備 

アンプ １式 860 円 

ＣＤプレーヤー １台 140 円 

ブルーレイディスクレコーダ

ー 

１台 140 円 

ワイヤレスマイクロホン １台 280 円 

ワイヤレスマイクロホン（タ

イピン型） 

１台 280 円 

ダイナミックマイクロホン １台 80 円 

映写設備 
液晶プロジェクター １台 860 円 

１２０型電動スクリーン １台 230 円 

その他 コンセント １口 50 円 

冷暖房設備 
多目的室 

 
150 円 

多目的室及び学習室 240 円 

備考 

１ 施設使用料については、営利、営業宣伝その他これらに類する目的で利

用する場合の使用料は、この表に掲げる使用料の額の２倍の額とする。 

２ 使用時間が１時間未満であるときは、１時間として計算する。 

３ 使用時間が１時間を超え、その使用時間に１時間未満の端数があるとき

は、端数時間が３０分未満であるときはこれを切り捨て、端数時間が３０

分以上であるときは、１時間として計算する。 

 

 

（提案理由） 

五島市立図書館の設置及び管理に関し、必要な事項を定める必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１１３号 

 

五島市県営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正について 

五島市県営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例案を次のとおり提

出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市県営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例 

五島市県営土地改良事業分担金徴収条例（平成１６年五島市条例第１７６号）の

一部を次のように改正する。 

第１条中「第９１条第３項」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２２４条」を加え、「以下「県営事業」という。」を「法第２条第２項に規

定する土地改良事業（以下「法に規定する県営事業」という。）及び法の規定に

よらない同項各号に掲げる事業（以下「法の規定によらない県営事業」とい

う。）をいう。」に改める。 

第２条中「基づき、」の次に「法に規定する」を加え、「有する者」を「有するも

の」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 市は、地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第２７条第１項の規定に基

づき、法の規定によらない県営事業に要する費用の一部を負担したときは、当

該事業によって特に利益を受ける者から分担金を徴収する。 

第３条中「前条」の次に「第１項」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前条第２項の規定により市が徴収する分担金の総額は、法の規定によらない

県営事業につき市が負担する費用の額を超えない範囲内において市長が定める。 

第４条中「分担金の額」を「第２条第１項の規定により市が徴収する分担金の

額」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 第２条第２項の規定により市が徴収する分担金の額は、法の規定によらない

県営事業によって特に利益を受ける者が、当該事業の施行によって受ける利益

の度合いに応じて市長が定める額とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（提案理由） 

長崎県が事業主体となって実施する土地改良事業に関し、受益者から分担金を徴

収することに伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。これが、この条例案を提

出する理由である。 
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議案第１１４号 

 

五島市営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正について 

五島市営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出

する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条例 

五島市営土地改良事業分担金徴収条例（平成１６年五島市条例第１７７号）の一

部を次のように改正する。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め、同条中「五島市営土地改良事業」の次に

「（土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第２条第２項に規定する土地改良事

業及び同法の規定によらない同項各号に掲げる事業をいう。）」を加え、「土地改良

法（昭和２４年法律第１９５号。以下「法」という。）」を「同法」に、「法第３６

条」を「同法第３６条又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４条」に、

「の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規定する資格を有する」を

「により特に利益を受ける」に改め、「場合には」の次に「、別に定めがあるもの

のほか」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

五島市が事業主体となって実施する土地改良事業に関し、受益者から分担金を徴

収することに伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。これが、この条例案を提

出する理由である。 
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議案第１１５号 

 

五島市漁船保全施設条例の一部改正について 

五島市漁船保全施設条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市漁船保全施設条例の一部を改正する条例 

五島市漁船保全施設条例（平成１６年五島市条例第１９３号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名を次のように改める。 

  五島市小浦漁船保全施設条例 

第１条中「漁船保全施設」を「小浦漁船保全施設（以下「漁船保全施設」とい

う。）」に改める。 

第２条の見出し中「、名称」を削り、同条第１項中「漁船保全施設を」の次に

「五島市玉之浦町玉之浦３３０番地２１に」を加え、同条第２項を削る。 

附則第３項を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

富江漁船保全施設、山下漁船保全施設、倭寇（坪）漁船保全施設、黒瀬漁船保全

施設及び三井楽漁船保全施設を民間に譲渡すること等に伴い、所要の規定の整理を

行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１１６号 

 

五島市手数料条例の一部改正について 

五島市手数料条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市手数料条例の一部を改正する条例 

五島市手数料条例（平成１６年五島市条例第７９号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第２第４項中「仮設建築物建築許可申請手数料」を「仮設興行場等建築許可

申請手数料」に、「仮設建築物の」を「仮設興行場等の」に改め、同表第１１項中

「法第８６条の８第３項」の次に「（法第８７条の２第２項において準用する場合

を含む。）」を加え、同表中第１４項を第１６項とし、第１３項を第１５項とし、

第１２項を第１４項とし、第１１項の次に次の２項を加える。 

１２ 既存の一の建築物に

ついて２以上の工事

に分けて用途の変更

を行う場合の当該２

以上の工事の全体計

画に関する認定申請

手数料 

法第８７条の２第１項の規

定に基づく既存の一の建築

物について２以上の工事に

分けて用途の変更を行う場

合の当該２以上の工事の全

体計画に関する認定の申請

に対する審査 

２７，０００円 

 

１３ 興行場等用途変更許

可申請手数料 

法第８７条の３第６項の規

定に基づく興行場等への用

途の変更の許可の申請に対

する審査 

１２０，０００円 

別表第４第１項手数料の額の欄を次のように改める。 

(1) 一戸建て住

宅（人の居住

の用以外の用

途に供する部

分を有しない

ものに限る。

以下この表に

おいて同じ。 

）の場合 

ア 登録建築物エネルギー

消費性能判定機関（建築物

のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第１５条第

１項に規定する登録建築物

エネルギー消費性能判定機

関をいう。）、登録住宅性

能評価機関（住宅の品質確

保の促進等に関する法律第

５条第１項に規定する登録

住 宅 性 能 評 価 機 関 を い

う。）又は指定確認検査機

３３，０００円 
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関（建築基準法第７７条の

２１第１項に規定する指定

確認検査機関をいう。）に

より低炭素建築物新築等計

画が法第５４条第１項各号

に掲げる基準に適合するこ

とを証された書類（以下こ

の表において「適合証」と

いう。）の提出がないもの 

イ 適合証の提出があるもの ４，０００円 

(2) 共同住宅等

（一戸建て住

宅以外の住宅

をいう。以下

この表におい

て同じ。）の

住棟全体の場

合又は非住宅

部分及び住宅

部分を有する

建築物（以下

この表におい

て「複合建築

物」という。 

）の住宅部分

の場合 

ア 適合証の提出がないもの(ｱ)に掲げる申請に係る住戸の

数の合計の区分に応じて規定

する金額に、共用部分がある

場合は(ｲ)に掲げる申請に係る

共用部分の面積の合計の区分

に応じて規定する金額を加算

した額 

(ｱ) 住戸部分 

a １戸の場合 ３３，０

００円 

b １戸を超え５戸以下  

６７，０００円 

c ５戸を超え１０戸以下 

 ９４,０００円 

(ｲ) 共用部分 

a ３００㎡以内 １０６ 

，０００円 

b ３００㎡を超え１，０

００㎡以内 １３４，０

００円 

イ 適合証の提出があるもの(ｱ)に掲げる申請に係る住戸の

数の合計の区分に応じて規定

する金額に、共用部分がある

場合は(ｲ)に掲げる申請に係る

共用部分の面積の合計の区分

に応じて規定する金額を加算

した額 

(ｱ) 住戸部分 

a １戸の場合 ４，００

０円 

b １戸を超え５戸以下 

９，０００円 

c ５戸を超え１０戸以下

１５，０００円 
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(ｲ) 共用部分 

a ３００㎡以内 ９，０

００円 

b ３００㎡を超え１，０

００㎡以内 １６，００

０円 

(3) 複合建築物

の全体の場合 

複合建築物における共同住宅等の部分の共用部分を共同住宅

等の共用部分とみなして適用する(2)（一戸建て住宅の場合

は、(1)）に規定する金額に、複合建築物及び一戸建て住宅

の住宅以外の用途に供する部分を一棟の建築物とみなして適

用する(4)に規定する金額を加算した金額 

(4) 住宅の部分

を有しない建

築物（以下こ

の表において

「非住宅建築

物」という。 

）の全体の場

合又は複合建

築物の非住宅

部 分 の 場 合 

非住宅部分の

床面積の合計

の 区 分 に 応

じ、それぞれ

次に定める金

額 

ア 適合証の提出がないもの一棟の建築物の床面積の合計

が３００㎡以内の場合にあっ

ては２３４，０００円（法第

５４条第１項に規定する国土

交通大臣が定める基準によ

り、外壁、窓等を通しての熱

の損失の防止に関する基準が

適用されない非住宅建築物

（以下この項において「外皮

性能の基準を適用しないも

の」という。）にあっては、

１０６，０００円）、一棟の

建築物の床面積の合計が３０

０㎡を超え５００㎡以内の場

合にあっては２９１，０００

円（外皮性能の基準を適用し

ないものにあっては、１３

４，０００円） 

イ 適合証の提出があるもの一棟の建築物の床面積の合計

が３００㎡以内の場合にあっ

ては９，０００円、一棟の建

築物の床面積の合計が３００

㎡を超え５００㎡以内の場合

にあっては１６，０００円 

別表第４第２項手数料の額の欄を次のように改める。 

(1) 一戸建て住

宅の場合 

ア 適合証の提出がないもの １６，５００円 

イ 適合証の提出があるもの ２，０００円 

(2) 共同住宅等

の住棟全体の場

合又は複合建築

物の住宅部分の

場合 

ア 適合証の提出がないもの(ｱ)に掲げる変更申請に係る住

戸の数の合計の区分に応じて

規定する金額に、(ｲ)に掲げる

変更申請に係る共用部分の計

画変更に係る床面積の合計の
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２分の１の面積（床面積が増

加する場合にあっては、これ

に当該増加する床面積を加算

した面積）の区分に応じて規

定する金額の合計（ただし、

住戸部分のみの計画変更に係

る場合は、(ｱ)に掲げる変更申

請に係る住戸の数の合計の区

分に応じて規定する金額のみ

とする。） 

(ｱ) 住戸部分 

a １戸の場合 １６，５

００円 

b １戸を超え５戸以下  

３３，５００円 

c ５戸を超え１０戸以下 

 ４７，０００円 

(ｲ) 共用部分 

a ３００㎡以内 １０６ 

，０００円 

b ３００㎡を超え１，０

００㎡以内 １３４，０

００円 

 イ 適合証の提出があるもの(ｱ)に掲げる変更申請に係る住

戸の数の合計の区分に応じて

規定する金額に、(ｲ)に掲げる

変更申請に係る共用部分の計

画変更に係る床面積の合計の

２分の１の面積（床面積が増

加する場合にあっては、これ

に当該増加する床面積を加算

した面積）の区分に応じて規

定する金額の合計（ただし、

住戸部分のみの計画変更に係

る場合は、(ｱ)に掲げる変更申

請に係る住戸の数の合計の区

分に応じて規定する金額のみ

とする。） 

(ｱ) 住戸部分 

a １戸の場合 ２，００

０円 

b １戸を超え５戸以下 

４，５００円  
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  c ５戸を超え１０戸以下 

 ７，５００円 

(ｲ) 共用部分 

a ３００㎡以内 ９，０

００円 

b ３００㎡を超え１，０

００㎡以内 １６，００

０円 

(3) 複合建築物

の全体の場合 

複合建築物における共同住宅等の部分の共用部分を共同住

宅等の共用部分とみなして適用する(2)（一戸建て住宅の場

合は、(1)）に規定する金額に、複合建築物及び一戸建て住

宅の住宅以外の用途に供する部分を一棟の建築物とみなし

て適用する(4)に規定する金額を加算した金額 

(4) 非住宅建築

物の全体の場合

又は複合建築物

の非住宅部分の

場合 

一棟の建築物の計画変更に係る部分の床面積の２分の１の

面積（床面積が増加する場合にあっては、これに当該増加

する部分の床面積を加算した面積）について、第１項の(4)

に規定する金額 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第８６

号）の一部改正により、共同住宅等の住戸が低炭素建築物の認定の対象から除外さ

れたこと等に伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。これが、この条例案を提

出する理由である。 
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議案第１１７号 

 

財産の無償譲渡について 

 漁船保全施設について、次のとおり無償で譲渡する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

１ 無 償 譲 渡 財 産 (1) 山下漁船保全施設 

             ア 建物 

(ｱ) 所 在 五島市富江町山下３８９番地２ 

              (ｲ) 構 造 コンクリートブロック造 

              (ｳ) 床面積 ８．７８平方メートル 

イ その他の設備 

(ｱ) 船台 ４台 

(ｲ) レール ２線 

(ｳ) 巻上機 １台 

(ｴ) 受水槽 １基 

            (2) 倭寇（坪）漁船保全施設 

             ア 建物 

(ｱ) 所 在 五島市富江町岳９９１番地４ 

              (ｲ) 構 造 コンクリートブロック造 

              (ｳ) 床面積 １４．８２平方メートル 

             イ その他の設備 

(ｱ) 船台 ４台 

(ｲ) レール ２線 

(ｳ) 巻上機 １台 

(ｴ) 受水槽 １基 

(3) 黒瀬漁船保全施設 

ア 建物 

              (ｱ) 所 在 五島市富江町黒瀬１番地１０ 

- 51 -



              (ｲ) 構 造 コンクリートブロック造 

              (ｳ) 床面積 １７．４１平方メートル 

イ その他の設備 

(ｱ) 船台 ４台 

(ｲ) レール ２線 

(ｳ) 巻上機 １台 

            (4) 三井楽漁船保全施設 

ア 建物 

              (ｱ) 所 在 五島市三井楽町濱ノ畔９０２番地３１ 

              (ｲ) 構 造 鉄筋コンクリート造 

              (ｳ) 床面積 １１．８８平方メートル 

イ その他の設備 

(ｱ) 船台 ４台 

(ｲ) 巻上機 １台 

(ｳ) 受水槽 １基 

(ｴ) 転倒防止安全装置 １基 

２ 無 償 譲 渡 の 目 的  五島市公共施設等総合管理計画に基づき漁船保全施設

を民間に譲渡することにより、将来的な市の財政負担を

軽減するとともに、施設を無償で譲渡することで、相手

方の財政負担も軽減し、施設の安定的な運営に資するた

め。 

３ 無償譲渡の相手方  五島市福江町１１９０番地９ 

五島漁業協同組合 

代表理事組合長 草 野  正 

４ 無 償 譲 渡 の 条 件  相手方は、無償で譲渡された財産について、長崎県補

助金等に係る財産処分承認基準に定める処分制限期間

が経過するまで、当該財産を現在の用途のまま使用する

こと。 

５ 無 償 譲 渡 の 期 日  令和５年３月３１日 
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（提案理由） 

 財産を適正な対価なくして譲渡することについては、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により議会の議決を経る必要がある。こ

れが、この案を提出する理由である。 
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議案第１１８号 

 

工事請負契約の変更について 

 令和４年３月２４日に議決された議案第１８号工事請負契約の締結についての一

部を次のとおり変更する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

「４ 工事請負金額 １５７，０３０，５００円」を「４ 工事請負金額 １７

４，８０１，０００円」に改める。 

 

 

 （提案理由） 

 鐙瀬ビジターセンター等再整備工事（建築）に係る工事請負契約の変更について

は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び五島市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１６年五島市条

例第５０号）第２条の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を

提出する理由である。 
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議案第１１９号 

 

富江地域福祉センターの指定管理者の指定について 

 五島市富江地域福祉センター条例（平成１６年五島市条例第８４号）第４条第１

項の規定により、富江地域福祉センターの指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

富江地域福祉センター 五島市三尾野一丁目７番１号 

社会福祉法人 五島市社会福祉協議会 

会長 窄  善 明 

令和５年４月１日から 

令和10年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２０号 

 

山本二三美術館の指定管理者の指定について 

 五島市山本二三美術館条例（平成２９年五島市条例第２８号）第１３条第１項の

規定により、山本二三美術館の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

山本二三美術館 

 

五島市野々切町2891番地１ 

マウンテンブック 

山 本 鷹 生 

令和５年４月１日から 

令和10年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２１号 

 

農村集会所の指定管理者の指定について 

 五島市農村集会所条例（平成１６年五島市条例第１６８号）第３条第１項の規定

により、農村集会所の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

幾久山集会所 五島市玉之浦町幾久山465番地２ 

幾久山町内会 

会長 佐々野 平 起 

令和５年４月１日から 

令和８年３月31日まで 

上の平集会所 五島市玉之浦町上の平1219番地２ 

上の平町内会 

会長 園 山 文 雄 

令和５年４月１日から 

令和８年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２２号 

 

たい肥センターの指定管理者の指定について 

 五島市たい肥センター条例（平成１９年五島市条例第２６号）第３条第１項の規

定により、たい肥センターの指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

たい肥センター 

 

五島市籠淵町2450番地１ 

ごとう農業協同組合 

代表理事組合長 家 永 嘉 弘 

令和５年４月１日から 

令和10年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２３号 

 

荒川集会所の指定管理者の指定について 

 五島市荒川集会所条例（平成１６年五島市条例第１８４号）第３条第１項の規定

により、荒川集会所の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

荒川集会所 五島市玉之浦町荒川215番地第１ 

荒川町内会 

会長 上 村 孝 幸 

令和５年４月１日から 

令和８年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２４号 

 

玉之浦健康管理増進施設の指定管理者の指定について 

 五島市玉之浦健康管理増進施設条例（平成１６年五島市条例第１９０号）第３条

第１項の規定により、玉之浦健康管理増進施設の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

玉之浦健康管理増進施設 五島市玉之浦町大宝924番地1 

大宝町内会 

会長 近 藤 泰 廣 

令和５年４月１日から 

令和８年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２５号 

 

小浦集会所の指定管理者の指定について 

 五島市小浦集会所条例（平成１６年五島市条例第１９１号）第３条第１項の規定

により、小浦集会所の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

小浦集会所 五島市玉之浦町玉之浦312番地２ 

小浦町内会 

会長 大 原 順一郎 

令和５年４月１日から 

令和８年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２６号 

 

漁船保全施設の指定管理者の指定について 

 五島市漁船保全施設条例（平成１６年五島市条例第１９３号）第３条第１項の規

定により、漁船保全施設の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

公の施設の名称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間 

小浦漁船保全施設 五島市福江町1190番地９ 

五島漁業協同組合 

代表理事組合長 草 野  正 

令和５年４月１日から 

令和８年３月31日まで 

 

 

 （提案理由） 

 公の施設の指定管理者の指定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１２７号 

 

和解及び損害賠償の額の決定について 

 小型乗用自動車の破損事故について、次のとおり和解し、損害賠償の額を決定す

る。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

１ 和解及び損害  五島市東浜町一丁目２１番９号 

  賠償の相手方  有限会社 アートプランニング 

          代表取締役 瀬川 豊巳 

２ 和 解 の 趣 旨 

  令和４年８月３１日、五島市三井楽町貝津１０５４番地１の高浜園地の駐車場

において、本市三井楽支所の職員が、チェーンソーで樹木の剪定作業をしていた

ところ、駐車していた小型乗用自動車（長崎５００わ５０２９）にチェーンソー

で切断した枝を接触させ、同車両の左側前方部フェンダーを損傷した事故につい

て、市は、当該事故の責任を全て認め、当該事故により生じた損害を全て賠償す

る。 

３ 損害賠償の額  小型乗用自動車修理費  ４４，８８２円 

 

 

 （提案理由） 

 和解及び損害賠償の額の決定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により議会の議決を経る必要がある。

これが、この案を提出する理由である。 
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議案第１２８号 

 

市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により市道の路線を

次のとおり廃止する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

路 線 名 起     点 終     点 
主要な

経過地 

福江２５２号線 
五島市下大津町４４０番

１地先 

五島市上大津町７７５番

地先 
な し 

福江３２５号線 
五島市下大津町９６６番

地先 

五島市下大津町４１８番

地先 
な し 

福江３２６号線 
五島市下大津町４５０番

地先 

五島市下大津町３９８番

地先 
な し 

福江３４０号線 
五島市三尾野町８７０番

地先 

五島市三尾野町８１１番

地先 
な し 

崎山２９号線 
五島市長手町８６９番地

先 

五島市長手町１０４２番

地先 
な し 

崎山３３号線 
五島市長手町８２６番地

先 

五島市長手町８０６番地

先 
な し 

大浜６１号線 
五島市小泊町５３６番２

地先 

五島市小泊町５８１番地

先 
な し 

 

 

 （提案理由） 

 市道路線の廃止については、道路法第１０条第３項の規定により議会の議決を経

る必要がある。これが、この案を提出する理由である。 
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廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）福江252号線

Ｌ＝ 952.38 ｍ

Ｗ＝ 3.17 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）福江325号線

Ｌ＝ 527.65 ｍ

Ｗ＝ 1.93 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）福江326号線

Ｌ＝ 594.41 ｍ

Ｗ＝ 1.58 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）福江340号線

Ｌ＝ 593.87 ｍ

Ｗ＝ 2.33 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）崎山29号線

Ｌ＝ 372.28 ｍ

Ｗ＝ 3.06 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）崎山33号線

Ｌ＝ 157.29 ｍ

Ｗ＝ 2.91 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



廃止路線位置図
Ｓ＝１/10，000

廃止終点

廃止起点

（廃止）大浜61号線

Ｌ＝ 616.91 ｍ

Ｗ＝ 3.16 ｍ
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＜議案第１２８号参考＞



議案第１２９号 

 

市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により市道の路線を次

のとおり認定する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

路 線 名 起     点 終     点 
主要な

経過地 

福江２５２号線 
五島市下大津町４４０番

１地先 

五島市下大津町５７６番

地先 
な し 

福江３２６号線 
五島市下大津町４５０番

１地先 

五島市下大津町３９３番

ロ地先 
な し 

福江３８０号線 
五島市下大津町５８２番

地先 

五島市上大津町７７５番

地先 
な し 

崎山２９号線 
五島市長手町１１８２番

３地先 

五島市長手町１１６５番

１地先 
な し 

大浜６１号線 
五島市小泊町５５３番地

先 

五島市小泊町５８１番地

先 
な し 

 

 

 （提案理由） 

 市道路線の認定については、道路法第８条第２項の規定により議会の議決を経る

必要がある。これが、この案を提出する理由である。 
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認定路線位置図
Ｓ＝１/10，000

認定終点
認定起点

（認定）福江252号線

Ｌ＝ 312.33 ｍ

Ｗ＝ 2.95 ｍ
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＜議案第１２９号参考＞



認定路線位置図
Ｓ＝１/10，000

認定起点

認定終点

（認定）福江326号線

Ｌ＝ 411.07 ｍ

Ｗ＝ 1.55 ｍ
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＜議案第１２９号参考＞



認定路線位置図
Ｓ＝１/10，000

認定起点

認定終点

（認定）福江380号線

Ｌ＝ 537.36 ｍ

Ｗ＝ 3.62 ｍ
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＜議案第１２９号参考＞



認定路線位置図
Ｓ＝１/10，000

認定終点

認定起点

（認定）崎山29号線

Ｌ＝ 283.22 ｍ

Ｗ＝ 3.06 ｍ
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＜議案第１２９号参考＞



認定路線位置図
Ｓ＝１/10，000

認定終点

認定起点

（認定）大浜61号線

Ｌ＝ 295.64 ｍ

Ｗ＝ 3.55 ｍ
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＜議案第１２９号参考＞



議案第１３０号 

 

五島市の特定の事務を取り扱わせる郵便局の指定の取消しについて 

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成１３年法

律第１２０号）第３条第５項の規定に基づき、次のとおり五島市の特定の事務を取

り扱わせる郵便局の指定を取り消す。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   
 

１ 指定を取り消す郵便局の名称 

(1) 岐宿川原郵便局 

(2) 二本楠郵便局 

(3) 五島柏郵便局 

(4) 荒川郵便局 

(5) 五島黒瀬郵便局 

２ 指定を取り消す日 

令和５年３月３１日 

 

 

（提案理由） 

五島市の特定の事務を取り扱わせる郵便局の指定の取消しについては、地方公共

団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律第３条第５項の規定におい

て準用する同条第３項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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議案第１３１号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦する。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市 
 

ふりがな  おお  つぼ  けん  ぞう 
氏  名  大  坪  建  三 

    
生年月日  昭和３０年 

 

 

 （提案理由） 

人権擁護委員の候補者の推薦については、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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〈議案第１３１号参考〉 
 略 歴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
任       期       表 

 
氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

山 本 博 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日 
令和４年１月３１日

辞任 

石 黒 則 子 令和 ２年 １月 １日 令和 ４年１２月３１日  

赤  瀨   博 令和 ２年 １月 １日 令和 ４年１２月３１日  

村 上 やよい 令和 ２年 １月 １日 令和 ４年１２月３１日  

松  下    明 令和 ２年 １月 １日 令和 ４年１２月３１日  

山  田   栄 令和 ３年 ４月 １日 令和 ６年 ３月３１日  

大 坪 京 子 令和 ３年 ４月 １日 令和 ６年 ３月３１日  

川 元 末 人 令和 ４年 １月 １日 令和 ６年１２月３１日  

白 濱 寿 喜 令和 ４年 １月 １日 令和 ６年１２月３１日  

古 川 邦 子 令和 ４年 １月 １日 令和 ６年１２月３１日  

川  端    一 
令和 ５年 １月 １日 

（予定） 
 

候補者として令和４年

６月議会で議決済。法

務大臣へ推薦中 
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報告第１９号 

 

専決処分の報告について 

 

 損害賠償の額の決定について、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕

がないことが明らかであると認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７

９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により

報告し、承認を求める。 

令和４年１１月３０日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （専決理由） 

 損害賠償の額の決定については、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定によ

り議会の議決を経る必要があるが、議会を招集する時間的余裕がないことが明らか

であったため専決処分したものである。 
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専 決 処 分 書 

 

 損害賠償の額の決定について、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕

がないことが明らかであると認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７

９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

  令和４年１１月１４日 

五島市長 野 口 市太郎         

 

   損害賠償の額の決定について 

 郵便に関する料金の支払を遅延したことにより生じた延滞利息について、次のと

おり損害賠償の額を決定する。 

 

１ 損害賠償の相手方  東京都千代田区大手町二丁目３番１号 

            日本郵便株式会社 

            代表取締役社長 衣 川 和 秀 

２ 損害賠償の要旨 

令和４年９月３０日が支払期限である同年８月利用分の郵便に関する料金を、

同年１０月４日に支払ったことにより生じた延滞利息について、内国郵便約款第

６５条第１項の規定により、相手方に支払う必要がある。 

３ 損 害 賠 償 の 額  ２８１円 
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